職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（概要）

総務部人事局企画厚生課
■改正の理由
・給与制度の総合的見直しによる給与水準の引下げに伴い、国に準拠して退職手当の調整額を改定するなど、所要の改正を行うもの。

■改正の内容
・第一号区分から第九号区分に定める調整月額を改定する。
・これまで、第九号区分は勤続期間24年以下の退職者には支給しないこととしていたが、他の区分と同様、支給の対象とする。
・日本国有鉄道精算事業団の債務等の処理に関する法律の一部改正に伴い、条例に引用している同法の条項を改める。
・独立行政法人通則法の一部改正に伴い、条例に引用している同法の条項を改める。
■施行期日　　平成27年４月１日
　　　　　　　（理由：給与制度の総合的見直しに伴い、改正した給与条例の施行期日に合わせるため。）
■政策アセスメント・制度間調整　　財政課及び人事委員会と調整済み
